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令和８年度農林水産関係予算概算要求の重点事項 

～米の需要に応じた増産実現予算～ 
  

 総額 ２兆６,５８８億円   

 （２兆２,７０６億円） 
 

（注）各事項の下段（ ）内は、令和７年度当初予算額 

 

新たな食料・農業・農村基本計画や現下の米をめぐる情勢を踏まえ、農業構造

転換集中対策を着実に実施しつつ、食料安全保障の強化、農業の持続的な発展、

農村の振興、環境と調和のとれた食料システムの確立等に向けた農林水産政策を

推進し、農林水産業の持続可能な成長を実現するための予算を要求 
 

 

○ 生産者自らの判断による需要に応じた生産 

ー 需給のひっ迫への的確な対応 ー 
 

① 安心の基盤の再構築 

 
・農地集積・集約化やスマート農業技術の導入を加速し、米の生産コストの

大幅な削減等の生産性向上を図るため、農地の大区画化等を推進 

 

・地域計画の実現に向けて、農地中間管理機構の機能を強化し、担い手への

農地の集約化を加速するため、借り手を確保するまでの機構による農地の

保全管理等の促進、機構等による畦畔除去等の簡易な農地整備、地域で一

体となった生産性向上等に向けた集約化の取組等を支援 

 

・地域計画の実現やスマート農業技術の実装等を図る取組の現場実装への支

援、産地の収益力強化に向けた基幹施設の整備等を支援するほか、老朽化

が進んでいる共同利用施設について、生産性の向上等を図るため、再編集

約・合理化を支援 

 

・収入保険制度の加入者に対し、保険期間の収入が基準収入の９割を下回っ

た場合に、その差額の９割までを補塡するほか、実施主体による円滑な事

務の実施や普及の推進等を支援 

 

・持続的な水田農業の実現に向け、環境負荷低減・省力化に資する生産技術

等の検証や、新たな環境直接支払交付金の制度設計等を推進 

 
（農業農村整備事業）  

３，９４１億円の内数 

（３,３３１億円の内数） 

（大区画化等農地の耕作条件改善） 

２４４億円の内数 

（１９８億円の内数） 

（農地の集約化の推進） 

１６１億円 
  （４３億円） 

    
(共同利用施設の集約化） 

２２１億円 
（２００億円） 

 
（収入保険制度の実施）  

４６６億円 

  （３９９億円） 

（収入減少影響緩和対策交付金） 

（所要額） 

４５５億円 

（４４６億円） 

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）  

３９億円の内数 

（６億円の内数） 
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② 生産意欲を支える政策強化 

 
・大規模化等に伴う労働力不足への対応策ともなる直播等を地域全体に普

及していくため、共同で利用する機器の導入等を支援するとともに、先

進技術（節水型乾田直播等）の検証等を支援 

 

・現場課題の解決に向けたスマート農業技術の社会実装の加速化を強力に

推進するため、生産性の飛躍的向上に資するスマート農業技術等の開発

やスマート農業技術の活用及びこれと併せて行う新たな生産の方式の導

入による生産方式革新、農業支援サービス事業者の育成等の取組につい

て、各種事業により集中的に支援 

 

・安定的な種子の生産・供給体制の構築、気候変動に適応する高温耐性品

種、生産性向上に資する多収性品種等への転換に向けた取組等を支援す

るとともに、革新的新品種の開発等を推進 

 

・産地と流通事業者、実需者とが連携して実施する長期計画的な販売や酒造

好適米・加工用米・米粉用米等の生産性向上等の取組、米粉・パックご飯

の需要拡大、輸出産地の育成、新たな商流や販路の開拓、多様で付加価値

の高い商品の需要拡大などの米の輸出拡大を図る取組等を支援 

 

・産地が必要と判断した場合に、自主的に行う米の長期計画的な安定販売

や、需要拡大等の取組を支援 

 

・POS データ等の活用による米穀流通情報の調査・分析、デジタル技術を活

用した統計手法の実証等を実施 

   
（米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業） 

４０億円 
（－） 

 
（スマート農業技術の開発・供給の加速化等） 

３０６億円の内数 

（１８２億円の内数） 
 

（コメ新市場開拓等促進事業） 

２００億円 

  （１１０億円） 

(グローバル産地づくり推進事業等) 

１０億円 

  （８億円） 

(米穀周年供給・需要拡大支援事業) 

５０億円 

  （５０億円） 

（デジタル技術を活用した水稲収穫量

調査の精度向上に向けた研究・実証） 

８億円 

  （－） 

 

 

③ 中山間地域等の安心の実現 

 

・農業の有する多面的機能の維持・発揮や地域全体で担い手を支えることを

目的として、農業者等で構成される活動組織が行う地域資源を適切に保全

管理するための共同活動を支援 

 

・中山間地域等における農業生産条件の不利を補正することで、棚田地域を

含む中山間地域等での農業生産活動を継続して行う農業者等を支援 

 

・化学農薬・化学肥料を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖

化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（多面的機能支払交付金） 

５００億円 

  （５００億円） 

（中山間地域等直接支払交付金） 
２８５億円 

  （２８５億円） 

（環境保全型農業直接支払交付金） 

２９億円 

  （２８億円） 
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Ⅰ 食料安全保障の強化  ※ 日米関税交渉の合意への対応については、その影響を踏まえて適切に対応 

１ 食料の安定供給の確保に向けた構造転換 

⑴ 農業構造転換集中対策                       事項要求 

 
① 農業農村整備（農地の大区画化等） 

 

・１ha区画以上の大区画整備、中山間地域における省力化に資するきめ細

やかな農地整備を実施するとともに、必要な水利施設の整備を実施 

 
 

  

② 共同利用施設の再編集約・合理化等 

 

・老朽化が進んでいる共同利用施設について、生産性の向上等を図るた

め、再編集約・合理化を支援 

 

・食肉・食鳥処理施設、家畜市場、レンダリング施設、乳製品加工基幹施

設等について、施設・設備の整備、再編等を支援 

 
 

 

 

③ スマート農業技術・新品種の開発、農業機械の導入 

 

・農研機構の拠点施設整備、重点開発目標に定めるスマート農業技術開発

の促進、スタートアップ等への支援、新品種の開発等を推進 

 

・担い手、サービス事業者に対するスマート農業機械をはじめとする農業

機械の導入、畜産農家における合理化・高度化された施設への転換、飼

料生産組織等への省力化機械の導入等を支援 

 

 

 

  
④ 輸出産地の育成 

 

・大規模産地の形成や輸出事業者の販路拡大の取組等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 
 

⑵ 海外依存度の高い品目の国産転換の推進 

 

① 水田活用の直接支払交付金等 

 
・水田での麦・大豆、米粉用米等の戦略作物の本作化、畑地化による高収益

作物、麦・大豆、飼料作物等の導入・定着や地域の特色をいかした魅力的

な産地づくり、新市場開拓に向けた米等の生産性向上等の取組を支援 

 

２，９６０億円 

（２，８７０億円） 

 

（水田活用の直接支払交付金） 

２，７６０億円の内数 

（２，７６０億円の内数） 

（コメ新市場開拓等促進事業） 

２００億円 

（１１０億円） 

（畑地化促進助成） 

２，７６０億円の内数 

（２，７６０億円の内数） 

 

 

② 水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞ 

 
・高収益作物の導入・定着を図るため、国、地方公共団体等が連携し、水

田での高収益作物への転換、水田の汎用化・畑地化のための基盤整備、

栽培技術や機械・施設の導入、販路の確保等を一体的に支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（畑地化促進助成） 

２，７６０億円の内数 

（２,７６０億円の内数） 
    

（持続的生産強化対策事業）  

１６０億円の内数 

（１４２億円の内数） 
     

（強い農業づくり総合支援交付金） 

１２２億円の内数 

（１２０億円の内数） 
    

（農業農村整備事業） 

３，９４１億円の内数 

（３，３３１億円の内数）   
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③ 小麦・大豆の国産化の推進＜一部公共＞ 

 
・麦・大豆の国産シェアを拡大するため、作付けの団地化、ブロックロー

テーション、機械・技術の導入による生産性の向上や水田の汎用化・畑

地化のための基盤整備、ストックセンターの整備や民間主体の一定期間

の保管による供給量の安定化、商品開発等による需要拡大に向けた取組

を一体的に支援 

 
（国産小麦・大豆供給力強化総合対策） 

１億円 
（０．４億円） 

    
（持続的生産強化対策事業） 

１６０億円の内数 
（１４２億円の内数） 

    
（共同利用施設の整備等） 

２２１億円の内数 
（２００億円の内数） 

 
（農業農村整備事業） 

３，９４１億円の内数 

（３,３３１億円の内数） 
 

（畑作等促進整備事業） 

２６億円 
  （２２億円） 

 
（農地の耕作条件改善） 

２４４億円の内数 

  （１９８億円の内数） 

 

⑶ 農業の生産基盤の強化 

 
① 持続的生産強化対策事業 

 

・野菜、果樹、花き、茶・薬用作物等の持続的な生産基盤強化に向けて、

農業者や農業法人、民間団体等が行う生産性向上や販売力強化の取組、

国際水準ＧＡＰの更なる推進、農作業安全の推進、地方公共団体が主導

する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援 

 

１６０億円 

（１４２億円） 

 

 

ア 加工・業務用野菜の国産シェア奪還 

 

・加工・業務用野菜の周年安定供給に向け、高温、渇水等の影響に対応

できる生産・流通体系の構築、作柄安定技術の導入等の取組を支援 

 

１１億円 

（４億円） 

  

イ 果樹の生産増大対策 

 

・省力的な樹園地への改植・新植、担い手の確保・定着等の取組を支援

するほか、産地の構造転換に向けたモデル実証や関連産業からの参入

も含めた大規模・省力生産、気候変動への適応対策等の取組を支援 

 
６１億円 

（５３億円） 

 

ウ 花き支援対策 

 

・需要に合わせた安定生産に向け、高温障害を回避・軽減する技術、高

温耐性・病害虫抵抗性品種への転換に係る実証、花き業界関係者の情

報連携に向けた取組、新たな需要開拓・利用拡大の取組等を支援 

 

８億円 

（７億円） 
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エ 茶・薬用作物等支援対策 

 

・茶や薬用作物等の地域特産作物について、地域の実情に応じた生産体

制強化や需要創出、実需者と連携した産地形成等の取組を支援 

１３億円 

（１２億円） 

  

② 共同利用施設の整備等 

 

・地域計画の実現やスマート農業技術の実装等を図る取組の現場実装への

支援、産地の収益力強化・物流の効率化に向けた基幹施設、みどりの食

料システム戦略等の推進に必要な施設の整備等を支援するほか、老朽化

した共同利用施設の再編集約・合理化を支援 

 

２２１億円 
（２００億円） 

 
（強い農業づくり総合支援交付金） 

１２２億円 

（１２０億円） 
 

（新基本計画実装・農業構造転換支援事業） 

１００億円 

（８０億円） 

  
③ 畑作物産地生産体制確立・強化事業 

 

・さとうきび、いも類、そば等の品目や地域に応じた生産性向上、サツマ

イモ基腐病対策、実需と連携した需要に応じた体制の構築等を支援 

 
４９億円 

（－） 

  
④ 甘味資源作物生産支援対策 

 

・国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整し、甘味資源作物生産者等の

経営安定を図るための交付金を交付 

 

・さとうきびの自然災害被害、かんしょの病害虫被害等からの回復の取組

を基金により支援 

 
１１２億円 

（１０６億円） 

 

⑤ 協同農業普及事業交付金 

 

・普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援や担い手のニーズ

に即した開発技術の迅速な社会実装を支援 

 

２４億円 

（２４億円） 

 

 

⑥ ２０２７年国際園芸博覧会に向けた対応 

 

・２０２７年国際園芸博覧会（略称:GREEN×EXPO 2027）の機会を活か

し、我が国花き産業の更なる発展を図るため、会場建設費を支援すると

ともに、日本国政府出展準備、参加招請活動等を実施 

 

 

６２億円 

（５億円） 
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⑷ 畜産・酪農の生産基盤の強化 

  
① 畜産生産体制の強化 

 

・遺伝子解析技術等を活用した家畜改良の推進、肉用牛の出荷月齢の早期

化、和牛の信頼確保のための遺伝子型検査等を支援 

 

・畜産関係団体やＩＴベンダー等が連携し、生産関連情報を集約・活用す

る体制を整備する取組等を支援 

 

９億円 

（８億円） 
    

   

  
② 畜産・酪農における環境負荷低減等の取組の推進 

 

・酪農・肉用牛経営者等が連携した有機飼料の生産拡大、家畜排せつ物処

理施設の機能の強化、畜産分野における温室効果ガス（ＧＨＧ）対策の

普及啓発、アニマルウェルフェアに配慮した飼養管理の普及・定着や畜

産ＧＡＰの拡大に向けた取組等を支援 

 

 

（飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援） 

５６億円の内数 

（５６億円の内数） 
 

（農山漁村地域整備交付金） 

８８４億円の内数 

（７６２億円の内数） 
 

（持続可能性配慮型畜産推進事業） 

１億円 

（１億円） 

 

③ 家畜・食肉等の流通体制の強化 

 

・コンソーシアムが取り組む食肉処理施設の再編に必要な施設や収益力強

化に資する省力化機械等の整備、家畜市場の合併に必要な施設の整備、

液卵製造施設の整備等を支援 

 

（食肉流通構造高度化・輸出拡大総合対策事業） 

２１億円 

（１２億円） 
 

（緊急時液卵加工流通円滑化対策事業） 

５億円 

（－） 

  
④ 養蜂支援対策 

 

・蜂群の配置調整の適正化に向けたデータの蓄積・活用、蜜源植物の定着

化に向けた地域モデル実証、暑熱ストレスと労働負担の軽減を図るため

の新たな巣箱の開発実証、花粉交配用蜜蜂等の利用技術の実証等を支援 

 
３億円 

（２億円） 

  



- 8 - 
 

⑸ 安定的な輸入及び備蓄の確保 
 

① 食料・生産資材の安定的なサプライチェーンの確保 

 

・国内生産で国内需要を満たせない食料・生産資材の輸入先国でのサプラ

イチェーンの強靱化等に向けた投資可能性調査や、野菜種子の国内外の

採種地開拓や国内における効率的な採種技術の開発・実証等を支援 

 

１億円 

（０.３億円） 

 

② 不測時に備えた食料供給体制の構築 

 

・総合的な備蓄の推進に向けた民間在庫等の実態調査、不測時における食

料自給力シミュレーションモデルの構築、世界の食料需給動向等の調査

・分析を実施 

 

 

（食料供給困難事態対策事業） 

３億円 

（－） 
 

（世界食料需給動向等総合調査・分析事業） 

１億円 

（１億円） 

 

③ 国際協力の推進 

 

・開発途上国の農林水産分野の持続可能性の確保と生産性の向上の両立を

図るための技術協力、国際機関と連携した食品安全・動物衛生・植物検

疫に係る国際基準の策定等を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３億円 

（２７億円） 
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２ 生産資材の確保・安定供給 
 

⑴ 肥料の国産化・安定供給 
 

・国内肥料資源の利用拡大・広域流通に向けた堆肥等の高品質化・ペレッ

ト化等に必要な施設整備等の支援や肥料価格急騰対策に関する調査の実

施のほか、主要な肥料原料の備蓄を支援 

 

 

１億円 

（０.３億円） 

   

⑵ 国産飼料の生産・利用拡大、飼料の安定供給 
 

① 国産飼料の生産・利用拡大 

 

・酪農・肉用牛経営者等の連携による計画的な飼料増産や飼料品質向上の

取組及び飼料生産組織の人材確保・育成、国産濃厚飼料の生産・利用の

推進、生産性の高い持続可能な飼料産地の形成の取組を支援 

 

（飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）

５６億円 

（５６億円） 

（飼料備蓄・増産流通合理化事業 

のうち国産飼料増産対策事業） 

１８億円の内数 

（１８億円の内数） 

 

② 草地関連基盤整備＜公共＞ 

 

・草地に立脚した畜産経営の展開に必要となる基盤整備等を推進 

 

３，９４１億円の内数 

（３,３３１億円の内数） 

 

③ 飼料の安定供給 

 

・飼料穀物の備蓄、飼料輸送の合理化の実証、配合飼料の製造の効率化等

に向けた調査等の取組を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（飼料備蓄・増産流通合理化事業のうち 

飼料穀物備蓄・流通合理化事業） 

１８億円の内数 

（１８億円の内数） 
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３ 合理的な価格の形成 

  

・合理的な価格の形成に向け、コスト構造等に関する栽培方式別・地域別

の調査、コスト指標の作成の促進や取引実態調査、消費者等の理解醸成

を図るための広報、フードＧメンによる取引状況の監視等を実施 

 

 

（適正取引推進・消費者理解促進対策事業等） 

９億円 

（１億円） 

 

４ 円滑な食品アクセスの確保 
 

⑴ 物流革新に向けた取組の推進 

  

・物流の標準化、デジタル化・データ連携、モーダルシフト等の取組、物

流の自動化・省力化・品質管理に必要な設備・機器等の導入、中継共同

物流拠点の整備等を支援 

 

 

 

 

 

（持続可能な食品等流通総合対策事業）  

３２億円 

（１億円） 
 

（強い農業づくり総合支援交付金） 

１２２億円の内数 

（１２０億円の内数） 
 

（持続的生産強化対策事業）  

 １６０億円の内数 

（１４２億円の内数） 
⑵ 経済的に困窮している者、買物困難者の食品アクセスの確保 
 

・円滑な食品アクセスの確保に向けた地域の関係者が連携する体制づく

り、食品提供の質・量の充実等に向けたフードバンク・こども食堂・こ

ども宅食等の取組、ラストワンマイル配送等の取組を支援 

 

 

 

（食品アクセス総合対策事業）  

６億円 

（１億円） 
 

（持続可能な食品等流通総合対策事業の

うち物流生産性向上推進事業）  

１２億円の内数 

（１億円の内数） 
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５ 農産物・食品の輸出の促進 
 

⑴ 輸出産地の形成・供給体制の強化 
  

① 輸出産地・事業者の育成・展開 

 

・輸出産地形成、国内生産事業者と現地販売事業者をつなぐ戦略的なサプ

ライチェーンの構築、ＧＦＰによる伴走支援、輸出人材の育成・確保等

を支援 

 

・インバウンドによる食関連消費拡大と輸出の拡大につながる取組を支援 

 

・輸出向けＨＡＣＣＰ等対応の施設・機器、農畜産物の輸出対応型施設や

卸売市場の整備等を支援 

 

８１億円 

（６９億円） 

・グローバル産地づくり推進事業  

・サプライチェーン連結強化プロジェクト事業 

・インバウンドによる食関連消費拡大推進事業 

・食品産業の輸出向け HACCP等対応施設整備事業 
 

等 

(農山漁村振興交付金） 

８６億円の内数 

（７４億円の内数） 

 

② 輸出促進に向けた環境整備 

 

・輸入規制の緩和・撤廃協議に必要な情報の収集・分析、ＥＵ等向け輸出

水産食品取扱施設の認定や国際的認証の取得、生産海域指定等を支援 

 

 

１４億円 

（１３億円） 

⑵ 海外需要の拡大に向けた取組の強化 
  

① 海外での輸出・海外展開支援体制の確立 

 

・主要な輸出先国・地域に設置した輸出支援プラットフォームにおいて、

現地系ネットワークの構築や商流開拓に係る包括的な支援等を実施 

 

８億円 

（４億円） 

  
② オールジャパンでのマーケットイン輸出の取組等の強化 

 

・認定品目団体やＪＥＴＲＯ・ＪＦＯＯＤＯが連携して行う海外の新市場

開拓、日本食・食文化の魅力発信、食品産業の海外展開等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５億円 

（２２億円） 
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⑶ 知的財産の保護・活用の強化 

 

① 知的財産の実効的な保護・活用と海外流出の防止 

 

・農業知財の保護・活用に向けた相談対応の強化、農業現場の知財意識と

種苗業者の知財管理能力向上に向けた取組を支援 

 

・海外品種登録や育成者権侵害対策、戦略的な海外ライセンスの推進、優

良品種の国内管理の強化、品種識別技術の高度化等を支援 

 

４億円 

（３億円） 

  

② 地理的表示（ＧＩ）等を活用したブランド化の推進 

 

・ＧＩの登録を推進するとともに、ＧＩや商標等を用いた農産物・食品の

ブランドの保護と活用により稼ぐ取組を推進 

 

 

２億円 

（１億円） 

６ 国民理解の醸成・行動変容 

 

・食と環境を支える農林水産業・農山漁村に対する国民理解の醸成・行動

変容を図るため、優良な取組事例の表彰やＳＮＳ等を活用した情報発

信、学校給食での地場産物の活用促進や農業体験の促進、官民連携によ

る食育活動の全国展開、総合的・計画的な「農林漁業教育」の推進をは

じめとした地域での食育の推進、無形文化遺産である和食文化の保護・

継承、食品安全に係るリスク低減の取組の可視化、環境負荷低減の取組

の「見える化」やＪ－クレジットの推進に向けた取組を総合的に支援 

 

 

（消費者理解醸成・行動変容推進事業） 

２億円 

（０.５億円） 
 

（農山漁村振興交付金） 

８６億円の内数 

（７４億円の内数） 
 

（消費・安全対策交付金等） 

２８億円の内数 

（２２億円の内数） 
 

（みどりの食料システム戦略推進総合対策） 

３９億円の内数 

（６億円の内数） 
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７ 食品産業（食品製造業、外食産業、食品関連流通業）の持続的な発展 
 

⑴ 食品産業と農林漁業等の連携強化 

  

・持続的な食料システムの確立に向けて、コーディネーターの配置など食

品企業や農林漁業者等が参画するプラットフォームの活動強化、地域の

多様な関係者が連携した新たなビジネスの創出、食品企業と産地との連

携による国産原材料の安定調達等の取組を支援 

 

・異業種との連携や専門家派遣等を通じた省力化投資の取組を促進 

 

 
５億円 

（１億円） 

⑵ 食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進 

 

① サステナビリティ課題解決支援 

 

・食品産業をめぐるサステナビリティ課題（気候変動、人権、栄養、サー

キュラーエコノミー）等の解決に向けた官民連携の場の構築、取組事例

に関する調査等を実施 

 

１億円 

（１億円） 

 

 

② 食品ロス削減・プラスチック資源循環対策 

 

・食品企業における未利用食品の供給体制の構築やＤＸ等の新たな技術の

活用、商慣習の見直し、取組開示の推進等を通じた食品ロスの削減、農

林水産業・食品産業でのプラスチック資源循環の取組を支援 

 

３億円 

（１億円） 

 
③ フードテックなどの新技術の活用 

 

・フードテック等の新技術を活用した事業の創出に向け、官民協議会の運

営による企業間の連携や協業、ビジネス実証等を支援 

 
１億円 

（１億円） 
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Ⅱ 農業の持続的な発展 
 
１ 地域計画を核とした施策の構築 
 

⑴ 地域計画の実現に向けた支援 

  

・地域計画を核として、目標地図に沿った農地の集約化、地域外からの担

い手の誘致、人材育成に係る事業や現場の状況に応じた施設整備を総合

的に実施し、地域計画の実現を強力に後押し 

 

 

７２５億円の内数 
 

・強い農業づくり総合支援交付金 

・新基本計画実装・農業構造転換支援事業 

・農地利用効率化等支援交付金 

・農 地 集 約 化 促 進 事 業 

・新規就農者育成総合対策 
 

等 

 

⑵ 地域の農業を担う者の事業展開の促進 

 

① 農地利用効率化等支援交付金 

 

・地域計画の早期実現に向けて、地域の中核となって農地を引き受ける担

い手が経営改善に取り組む場合に必要な機械・施設の導入等を支援 

 

３０億円 

（２０億円） 

 

 

② 集落営農連携促進等事業 

 

・集落営農の連携・合併に向けたビジョンづくりや人材の確保、新たな作

物の導入等の取組を支援 

 

２億円 

（２億円） 

 

 

③ 地域外からの担い手の参入促進 

 

・将来の受け手が位置付けられていない農地を引き受けやすくするため、

農地中間管理機構の活用により、当該農地の集約化、大区画化によって

誘致団地の整備を行うとともに、国・都道府県・市町村が連携した地域

外からの担い手の参入促進の取組に係る支援体制を構築し、担い手不足

の地域と担い手とのマッチング等を支援 

 

（農業農村整備事業） 

３，９４１億円の内数 

（３,３３１億円の内数） 

（農地の耕作条件改善） 

２４４億円の内数 

（１９８億円の内数） 

（農地集約化促進事業） 

８１億円の内数 

（－） 

（農業経営・就農支援体制整備推進事業） 

１１億円の内数 

（６億円の内数） 
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④ 農業経営・就農支援体制整備推進事業 

 

・農業経営・就農支援センターによる就農から経営発展・経営継承までを

一貫してサポートする取組や、国・都道府県・市町村が連携した地域外

からの担い手の参入促進の取組に係る支援体制の構築等を支援 

 

１１億円 

（６億円） 

 

 

⑤ 意欲ある農業者の経営発展の促進 

 

・農業経営の規模拡大等に伴い拡大する資金ニーズに対応するため、農業

近代化資金を見直し、農業経営高度化資金（仮称）とすること等により

、民間資金の更なる活用を推進 

  

・農業経営高度化資金（仮称）利子補給金 

融資枠 ２０億円 

（－） 
 

・農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業 

融資枠１００億円 

（１００億円） 
 

・農業信用保証保険支援総合事業 

保証枠２５０億円 

（２５０億円） 

 

⑶ 農地の集約化等の取組の加速化 

 

① 農地中間管理機構の機能強化と担い手への農地の集約化の推進 

 

・地域計画の実現に向けて、農地中間管理機構の機能を強化し、担い手へ

の農地の集約化を加速するため、借り手を確保するまでの機構による農

地の保全管理等の促進、機構等による畦畔除去等の簡易な農地整備、地

域で一体となった生産性向上等に向けた集約化の取組等を支援 

 

１６１億円 

（４３億円） 

 

 

② 農業委員会による農地利用の最適化の推進 

 

・農地利用の最適化のための活動を推進するため、不在地主等を含めた農

地の出し手・受け手の意向調査、農地情報のデータベースの運用、農業

委員・農地利用最適化推進委員の活動、所有者不明農地の解消と活用に

向けた取組等を支援 

 

１３２億円 

（１２２億円） 

 

 

③ スマート農業技術等の活用の促進に資する基盤整備の推進 

 

・農地の大区画化等の推進、スマート農業技術等の活用の促進に資する情

報通信環境の整備を支援 
 

 

（農業農村整備事業） 

３，９４１億円の内数 

（３,３３１億円の内数） 
  

（農地の耕作条件改善） 

２４４億円の内数 

  （１９８億円の内数） 
 

（農業生産基盤情報通信環境整備事業） 

８億円 

（‐） 
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⑷ 農業人材の育成・確保 

 

① 農業支援サービス事業者の育成・確保 

 

・農業者の高齢化、減少に対応し、スマート農業技術の活用等を促進する

ため、サービス事業者の育成・活動の促進や事業環境の整備を支援 

 

１０億円 

（０.３億円） 

 

② 新規就農者の育成 

 

・就農前後の資金の交付や、経営発展のための機械・施設等の導入、新規

就農者の誘致に向けた研修農場の整備、農業教育の高度化に向けた農業

高校・農業大学校の施設整備や機械導入の取組等を支援 

 

１７７億円 

（１０７億円） 

 

 

③ 農業労働力等の確保 

 

・雇用就農促進のための資金の交付や、他産地・他産業との連携等による

労働力確保の取組、就労条件改善、トライアル雇用の実施などの労働環

境整備を支援 

 

・農業、漁業、飲食料品製造業、外食業の各分野での外国人材の確保と適

正かつ円滑な受入れに向けて、技能試験等の作成・実施、働きやすい環

境の整備や人材育成のための研修等を支援 

 

４９億円 

（３２億円） 

 

 

④ 女性の活躍推進 

 

・女性が働きやすい環境整備や女性グループ活動推進、地域のリーダーと

なり得る女性農業経営者の育成や女性農業者の活躍事例の普及、登用に

向けた意思決定層の意識啓発やジェンダーギャップ解消の実証等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３億円 

（１億円） 
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⑤ 多様な農業人材の意欲的な取組の推進 

 

・地域の実情に応じた生産体制強化への支援、多様な経営体に対し、専門

作業の受注等を行うサービス事業者の育成、農業の有する多面的機能の

維持・発揮を図る多面的機能支払や中山間地域等直接支払、農山漁村に

おける所得の向上と雇用機会の確保への支援、多様な農業人材に対する

研修機会の提供、多様な農業人材からなる集落営農の活性化支援を実施 

 

 

 

（持続的生産強化対策事業）  

１６０億円の内数 

（１４２億円の内数） 
 

（農業支援サービス事業者の育成・確保） 

 １０億円 

（０.３億円） 
    

（多面的機能支払交付金） 

 ５００億円の内数 

（５００億円の内数） 
 

（中山間地域等直接支払交付金） 

２８５億円の内数 

（２８５億円の内数） 
 

（農山漁村振興交付金） 

８６億円の内数 

（７４億円の内数） 
 

（新規就農者育成総合対策） 

１７７億円の内数 

（１０７億円の内数） 
 

（農業経営・就農支援体制整備推進事業） 

１１億円 

（６億円） 

（集落営農連携促進等事業） 

２億円 

（２億円） 
 

等 
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２ 生産性の向上に資するスマート農業の実用化・研究開発等の推進 

 

① スマート農業技術活用促進集中支援プログラム 

 

・現場課題の解決に向けたスマート農業技術の社会実装の加速化を強力に

推進するため、生産性の飛躍的向上に資するスマート農業技術等の開発

やスマート農業技術の活用及びこれと併せて行う新たな生産の方式の導

入による生産方式革新、農業支援サービス事業者の育成等の取組につい

て、各種事業により集中的に支援 

 

３０６億円 

（１８２億円） 
 

・スマート農業技術活用促進総合対策 

・スマート農業・農業支援サービス事

業導入総合サポート事業 

・強い農業づくり総合支援交付金 

・農地利用効率化等支援交付金 

等 

 

② スマート農業技術の開発・供給、スタートアップへの総合的支援 

 

・現場において優先度が高く即戦力となるスマート農業技術の開発・改良、

技術導入に向けた栽培体系の確立や技術の運用方法の標準化、スタートア

ップや中小企業による研究開発・大規模技術実証・事業化等を支援すると

ともに、農研機構の機能強化を推進 

 

８８億円 

（３４億円） 

 

③ スマート農業技術・サービス事業の導入の加速化 

 

・スマート農業技術等を活用するサービス事業者の育成・活動の促進や事

業環境の整備を支援 

 

１０億円 

（０.３億円） 

 

④ 生産性の抜本的な向上を加速化する革新的新品種開発 

 

・生産性の抜本的な向上を加速化する多収性品種、スマート農業機械作業

適性品種、気候変動に適応する高温耐性品種の開発等を実施 

 

１０億円 

（４億円） 

 

⑤ 新技術等の研究開発 

 

・食料安全保障強化、気候変動対応、環境負荷低減対策等の政策課題に対

応した技術の研究開発と、研究成果の社会実装に向けた環境整備を推進 

 

・農林水産・食品分野に様々な分野の知識・技術等を結集し、重要政策や

現場課題の解決に資する産学官連携研究等を支援 

 

 

（戦略的農林水産研究推進事業） 

１９億円 

（１４億円） 
     

（「知」の集積と活用の場によるイノベーション創出推進事業） 

 ３８億円 

（２８億円） 

（ムーンショット型農林水産研究開発事業） 

 １億円 

（１億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 19 - 
 

３ 農業生産基盤の整備・保全 

 

① 農業農村整備事業＜公共＞ 

 

・スマート農業技術の導入に資する農地の大区画化、水田の汎用化・畑地

化、農業水利施設の計画的な更新・長寿命化、省エネ化・再エネ利用、

省力化等による適切な保全管理、ため池の防災・減災対策、田んぼダム

の取組拡大等流域治水対策、農道、集落排水施設の整備等を推進 

 

３，９４１億円 

（３,３３１億円） 

 

  
② 農地耕作条件改善事業 

 

・農地中間管理機構による農地の集積・集約化、麦・大豆や高収益作物へ

の転換を推進するため、機構による担い手への農地の集積・集約化が行

われる地域等において、農地の区画拡大や排水改良等を支援 

 

２１２億円 

（１９８億円） 

  
③ 大区画化等加速化支援事業 

 

・法人等の農業者が自ら施工することによる農地の区画拡大や省力化整備

を支援するとともに、巨大区画化等の効果検証・普及を実施 

 

３１億円 

（－） 

  
④ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 

・農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能を安定的に発揮させるた

め、機動的・効率的な長寿命化・防災減災対策を支援 

 

３３８億円 

（２８２億円） 

 
⑤ 畑作等促進整備事業 

 

・麦・大豆等の生産拡大を推進するため、畑作物・園芸作物が生産される

地域を対象に、暗渠排水等の基盤整備をきめ細かく機動的に支援 

 

２６億円 

（２２億円） 

 

⑥ 農業生産基盤情報通信環境整備事業 

 

・農業水利施設等の管理の省力化・高度化やスマート農業の実装等に必要

な光ファイバ、無線基地局等の情報通信環境の整備を支援 

 

８億円 

（－） 

  
⑦ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・

減災対策に必要な交付金を交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

８８４億円の内数 

（７６２億円の内数） 
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４ 経営安定対策の充実 

 

① 畑作物の直接支払交付金 

 

・麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等の畑作物を生産する認定

農業者等の担い手に対し、経営安定のための交付金を交付 

 

（所要額） 

２，０２４億円 

（２，０２４億円） 

  

② 収入減少影響緩和対策交付金 

 

・米、麦、大豆等を生産する認定農業者等の担い手に対し、これらの収入

が標準的収入額を下回った場合に、その差額の９割を補塡 

 
（所要額） 

４５５億円 

（４４６億円） 

  
③ 収入保険制度の実施 

 

・収入保険制度の加入者に対し、保険期間の収入が基準収入の９割を下回

った場合に、その差額の９割までを補塡するほか、実施主体による円滑

な事務の実施や普及の推進を支援 

 

４６６億円 

（３９９億円） 

   

 
④ 農業共済事業の実施 

 
・農業共済加入者の掛金負担の軽減を図るとともに、事務が円滑に進めら

れるよう、共済掛金や、農業共済団体の事務費の国庫負担等を実施 

 

（所要額） 

８０３億円 

（８０１億円） 
 
 

 

⑤ 野菜価格安定対策事業 

 

・野菜価格安定対策の加入者に対し、野菜価格が平均価格の９割を下回っ

た場合に、その差額の９割分を生産者補給金として交付等 

 
（所要額） 

１５７億円 

（１５６億円） 

 

⑥ 畜産・酪農経営安定対策 

 

・畜種ごとの特性に応じて、肉用子牛生産者補給金、肉用牛肥育経営安定

交付金（牛マルキン）、肉豚経営安定交付金（豚マルキン）、加工原料

乳生産者補給金、鶏卵生産者経営安定対策事業等により、畜産・酪農経

営の安定を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所要額） 

２，３０３億円 

（２,３０３億円） 
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５ 家畜伝染病、病害虫等への対応強化 

 

① 家畜衛生等総合対策 

 

・家畜伝染病予防法に基づき、殺処分をした家畜等に対する手当金や、都

道府県の防疫措置等に対する負担金を交付するほか、家畜の伝染性疾病

の侵入防止のための水際での検疫措置等を支援 

 

・産業動物獣医師の確保、情報通信機器を活用した遠隔診療による獣医療

の提供の推進等を支援 

 

８２億円 

（７７億円） 

 

② 消費・安全対策交付金 

 

・豚熱や鳥インフルエンザ等の発生予防等のため、飼養衛生管理の向上や

農場の分割管理の推進、野生動物対策の強化等を支援するとともに、重

要病害虫の侵入・まん延防止等を支援するほか、農畜水産物や加工食品

中の有害化学物質・微生物の調査、安全性向上対策の有効性の検証等を

支援 

 

２４億円 

（１９億円） 

 

 

③ 総合防除の推進 

 

・病害虫が発生しにくい生産条件の整備（予防）及びより迅速・精緻な病

害虫の発生予測（予察）に重点を置いた総合防除を推進するための取組

を支援 

 

 

（消費・安全対策交付金等） 

２５億円の内数 

（２０億円の内数） 
    

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）  

３９億円の内数 

（６億円の内数） 
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Ⅲ 農村の振興 
 
１ 農村関係人口の拡大、経済面・生活面の取組等による農村の振興 

  
① 農山漁村振興交付金 

 

・農山漁村において、地域内外の民間企業の参画促進等による関係人口の

増加と、所得向上や雇用創出、生活の利便性確保等を図る観点から、官

民共創の促進による地域課題の解決、農泊・農福連携・インバウンド食

関連消費の拡大など地域資源を活用した付加価値の創出による「里業」

の推進、農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成、棚田地域の振興、

中山間地域等における農用地保全、荒廃農地の解消、都市農業の振興等

を総合的に推進 

 

８６億円 

（７４億円） 

 

② 農業農村整備事業＜公共＞（再掲） 

 

・スマート農業技術の導入に資する農地の大区画化、水田の汎用化・畑地

化、農業水利施設の計画的な更新・長寿命化、省エネ化・再エネ利用、

省力化等による適切な保全管理、ため池の防災・減災対策、田んぼダム

の取組拡大等流域治水対策、農道、集落排水施設の整備等を推進 

 

３，９４１億円 

（３,３３１億円） 

 

③ 中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 

 

・中山間地域等において、地域特性をいかした活動の推進や各種支援事業

の優遇措置等により、多様な取組を総合的に支援 

 

４３１億円 

（４１２億円） 

２ 鳥獣被害防止対策等 

 

① 鳥獣被害防止対策とジビエ利用の推進 

 

・鳥獣被害の防止に向け、ＩＣＴ等を活用した農地周辺での加害性の高い

個体の重点的な捕獲や侵入防止柵の管理負担軽減等、スマート鳥獣害対

策の推進、高度な鳥獣被害対策人材の育成・確保を支援するほか、森林

における効果的・効率的なシカ捕獲の取組を推進 

 

・捕獲鳥獣を有効活用し、更なるジビエ利用を拡大するため、処理加工施

設の整備や情報発信の強化等による需要拡大の取組を支援 

 

１１８億円 

（１００億円） 

 

② 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

 

・火山の降灰等の被害に対応するため、洗浄用機械施設等の整備、これと

一体的に行う用水確保対策等を支援 

 

３億円 

（３億円） 
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Ⅳ 環境と調和のとれた食料システムの確立 
 
 

① 環境保全型農業直接支払交付金 

 

・化学農薬・化学肥料を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温

暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援 

 

２９億円 

（２８億円） 

 

② みどりの食料システム戦略推進総合対策 

 

・環境と調和のとれた食料システムの確立に向けて、モデル的取組の横展

開や有機農業の取組拡大、地域資源の循環利用促進、「見える化」やＪ

－クレジットの推進、環境負荷低減の取組強化のための新たな制度設計

のための検討等を実施 

 

３９億円 

（６億円） 

 

 

③ 気候変動への適応の取組の推進 

 

・世界的な気候変動の中でも、持続的かつ安定的に食料生産等を継続でき

るよう、高温耐性品種や高温等に対応する栽培管理技術の開発・導入な

どの適応策への支援や、温暖化や極端な気象現象による災害等への対応

を進めるとともに、産地が適応策の検討を円滑に行えるように情報提供

を推進 

 

（生産性の抜本的な向上を加速化

する革新的新品種開発） 

１０億円の内数 
（４億円の内数）  

 
（米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業） 

４０億円の内数 
（－） 

（果樹農業生産力増強総合対策） 

６１億円の内数 

（５３億円の内数） 

（水利施設管理強化事業） 

４５億円の内数 

（３４億円の内数） 

（みどりの食料システム戦略推進総合対策） 

３９億円の内数 

（６億円の内数） 

等 

 

④ 強い農業づくり総合支援交付金、農地利用効率化等支援交付金 

 

・みどりの食料システム戦略に掲げる取組に必要な施設の整備、農業用機

械の導入等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５２億円の内数 

（１３９億円の内数） 
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⑤ 畜産・酪農における環境負荷低減の取組の推進 

 

・酪農・肉用牛経営者等が連携した有機飼料の生産拡大、家畜排せつ物処

理施設の機能の強化、畜産分野における温室効果ガス（ＧＨＧ）対策の

普及啓発等を支援 

 

（飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）

５６億円の内数 

（５６億円の内数） 
 

（農山漁村地域整備交付金） 

８８４億円の内数 

（７６２億円の内数） 

（持続可能性配慮型畜産推進事業） 

１億円の内数 

（－） 

 

⑥ 食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進 

 

・食品産業をめぐるサステナビリティ課題（気候変動、人権、栄養、サー

キュラーエコノミー）等の解決に向けた官民連携、食品ロス削減やプラ

スチック資源循環の取組、フードテック等の新技術の活用等を支援 

 

４億円の内数 

（２億円の内数） 

  

⑦ 森林・林業・木材産業によるグリーン成長の実現 

 

・2050年ネット・ゼロ等に貢献する「森の国・木の街」を実現するととも

に、花粉症対策を推進する観点から、ＤＸ等新技術の導入を図り、川上

から川下までの森林・林業・木材産業政策を総合的に推進 

 

１８２億円の内数 

（１４３億円の内数） 

 

  

⑧ 水産業における持続可能性の確保 

 

・ＣＯ２排出量削減に対応しつつ、高性能漁船の導入等による収益性向上

や新たな操業・生産体制への転換等の実証の取組を推進するほか、養殖

業成長産業化に向け、輸入等に依存している魚粉の使用割合を削減した

飼料や優良系統の種苗開発を支援 

 

 

７４億円の内数 

（１５億円の内数） 
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Ⅴ 多面的機能の発揮 
 

① 多面的機能支払交付金 

 

・農業の有する多面的機能の維持・発揮や地域全体で担い手を支えること

を目的として、農業者等で構成される活動組織が行う地域資源を適切に

保全管理するための共同活動を支援 

 

５００億円 

（５００億円） 

  

② 中山間地域等直接支払交付金 

 

・中山間地域等における農業生産条件の不利を補正することで、棚田地域

を含む中山間地域等での農業生産活動を継続して行う農業者等を支援 

 

２８５億円 

（２８５億円） 

 

③ 環境保全型農業直接支払交付金（再掲） 

 

・化学農薬・化学肥料を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温

暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援 

 

２９億円 

（２８億円） 
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Ⅵ 2050 年ネット・ゼロ等に貢献する「森の国・木の街」の実現に向けた森林資源循環利用施策の総合的な展開 
  

① 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 

 

・2050年ネット・ゼロ等に貢献する「森の国・木の街」を実現するととも

に、花粉症対策を推進する観点から、ＤＸ等新技術の導入を図り、川上

から川下までの森林・林業・木材産業政策を総合的に推進 

 
１８２億円 

（１４３億円） 

 

ア 森林集約・循環成長対策 

 

・地域の関係者が、所有者不明森林を含め、循環利用に取り組む経営体

へ森林の集積・集約化を進めるため、地域の森林の将来像の作成・共

有、境界確定、デジタル森林情報の共有、モデル的取組の全国展開に

向けた成果の発信等を支援 

 

・路網の整備・機能強化、搬出間伐の実施、再造林の省力・低コスト

化、エリートツリー等の安定供給、スマート林業の実装に向けた先進

的な林業機械の導入、森林病害虫対策の推進、林野火災予防対策の高

度化とともに、木材加工流通施設の整備や木造公共建築物・木造非住

宅建築物の整備等を支援 

 

８４億円 

（７０億円） 

 

 

 

イ 木材等の付加価値向上・需要拡大対策 

 

・ＪＡＳ構造材やＣＬＴ等を活用した木造化による地方創生、木材利用

による温室効果ガス（ＧＨＧ）排出削減効果の「見える化」の促進、

合理的な木材価格の形成による森林資源の循環利用に向けた供給体制

構築、木材産業の人材確保に向けた取組等を支援  

 

・ＣＬＴ等の輸出促進、合法伐採木材の利用促進、木質バイオマスを活

用した「地域内エコシステム」の展開、特用林産物の需要拡大等を支

援  

 

・森林の様々な価値や機能の総合的な利活用を図る「森業（もりぎょ

う）」を推進するため、健康・観光・教育等での森林空間利用の創出

やＪ－クレジットの普及等の取組を支援 

 
１６億円 

（１４億円）  

 

ウ 森林・林業担い手育成総合対策 

 

・「緑の雇用」事業による新規就業者への体系的な研修、林業大学校で

学ぶ就業前の者への給付金給付、高校生の林業体験学習や女性の活躍

促進、森林プランナーの育成、林業経営体の安全診断などの労働安全

対策等の取組を支援 

 

５７億円 

（４７億円） 
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エ スマート林業・ＤＸ推進総合対策 

 

・林業機械の自動化・遠隔操作化技術や森林内の通信技術・木質系新素

材の開発・実証、スマート林業技術を活用する新たな作業システムの

構築、地域一体で林業活動にデジタル技術をフル活用する戦略拠点の

構築等を支援 

 

４億円 

（２億円） 

 

 

 

オ 森林・山村地域活性化振興対策 

 

・森業の振興などを通じた山村地域の活性化に向け、里山林の整備・活

用に取り組む組織の確保・育成、里山林を活用し収入を得る「半林半

Ｘ」を含めた活動の実践を支援 

 

１１億円 

（１０億円） 

 

  

カ 花粉症解決に向けた総合対策 

 

・スギ人工林伐採重点区域におけるスギ人工林の伐採・植替え等の加速

化、スギ材需要の拡大、花粉の少ない苗木の生産拡大、林業の生産性

向上及び労働力の確保、花粉飛散量の予測・飛散防止、スギ花粉米の

実用化に向けた安全性・有効性の検証の取組を推進 

 

１１億円 

（－） 
 
 

 

② 森林整備事業＜公共＞ 

 

・森林吸収源の機能強化や林野火災対策を含む国土強靱化、森林の集積・

集約化に向け、間伐、主伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改良等

の推進に加え、花粉発生源対策としてスギ人工林の伐採・植替え、路網

の整備等を推進 

 

１，４８５億円 

（１,２５６億円） 

 

③ 治山事業＜公共＞ 

 

・能登半島における複合災害等の教訓を踏まえた短期間でより多くの箇所

の安全性を向上させる応急対策の強化や施工性の高い工種・工法の導入

促進など、国土強靱化に向けた効率的かつ効果的な取組を推進 

 

７３９億円 

（６２５億円） 

 

④ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・

減災対策に必要な交付金を交付 

 

 

８８４億円の内数 

（７６２億円の内数） 

  



- 28 - 
 

 

Ⅶ 海洋環境の激変に適応するための水産業の強靱化 
 

⑴ 環境激変に適応するための大胆な変革の推進 

 

① 海洋環境の急激な変化を的確に捉える資源調査・評価の推進 

 

・海洋環境の急激な変化のリアルタイムな把握に向け、海洋観測網の充実

及び水産研究・教育機構と国内外の調査研究機関との連携強化を実施 

 

・動物プランクトンの情報収集強化、漁業者から得られるデータ活用の推

進により、最大持続生産量（ＭＳＹ）をベースとする精度の高い資源評

価を実施し、海の「見える化」を実現 

 

・水産研究・教育機構の調査船「蒼鷹丸」について、最新の調査機器等を

導入した代船を建造し、資源評価等に必要な調査を実施 

 

（水産資源調査・評価推進事業） 

６２億円の内数 

（４６億円の内数） 

 

 

 

 

 

    

（国立研究開発法人水産研究・教育機構船舶建造費補助金）  

２４億円 

（２４億円） 

 

② 海洋環境の変化に対応するための新たな操業の構築・推進 

 

・海洋環境の変化に対応していくため、漁業者と連携し、国として新たな

操業体制の構築や、新たな漁法・対象魚種の開発等の取組を実証 

 

・積極的に資源管理に取り組む漁業者の後押しとなるよう、高性能漁船の

導入等による収益性向上等の実証の取組や、これらの実証等で得られた

成果の実装に必要な沖合・遠洋漁船のリース方式による導入を支援 

 

 

１１０億円 

（１２億円） 

 

③ 経営環境の変化を見据えた将来構想に基づく遠洋漁業の構造再編 

 

・漁獲努力量規制強化の方針決定といった国際規制の強化に対応しつつ、

経営環境の変化を見据えた将来構想に基づく遠洋漁業の構造再編を推進 

 

・太平洋島嶼国等との協力関係を強化し、我が国の漁船の海外漁場におけ

る操業を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７億円 

（６億円） 
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④ IUU漁業を阻止するための取組の強化  

 

・水産流通適正化制度に基づく流通段階の情報伝達等の電子化を推進 

 

・TAC 管理等を円滑に行うため、太平洋クロマグロの放流・混獲回避の取

組、操業の見える化実証の推進や輸入管理の強化を通じた、かつお・ま

ぐろ等の資源管理の推進、資源管理協定の高度化や水産エコラベル認証

の取得を支援 

 

・我が国周辺水域での水産資源の管理徹底と国際ルールに基づく操業秩序

の維持のため、外国漁船の違法操業に対する万全な漁業取締り、「白

鷺」・「白鷗丸」の代船建造等を実施 

 

 

 ２４８億円の内数 

（１５６億円の内数） 
 

⑵ 未来の漁業を担う経営体・人の確保 

  

① 地域を担う漁業者を後押しするための仕組みづくり  

 

・地域漁業の協業化・法人化など漁業者の収益性向上等の実証の取組、協

業化による収益性の向上等に必要な漁船、漁具等のリース方式による導

入や共同利用施設等の整備を支援 

 

・漁業者等へのスマート機械導入、地域におけるスマート化の取組をリー

ドする伴走者の育成等の取組を支援 

 

・水産高校卒業生の漁業就業を促すため、漁業会社へのインターンシップ

や漁業会社等による出張ガイダンス等の取組を促進するとともに、若手

漁業者の経営能力・技術の向上に向けた幅広い研修機会を確保 

 

１７８億円の内数 

（６６億円の内数） 

  

② 漁業を魅力ある職業とするための働き方・職場環境の改善、新規就業

者の受入体制の拡充  

 

・居住環境やインターネット環境の整備等により、労働条件向上を含む収

益性向上等に必要な漁船のリース方式による導入を支援 

 

・新規就業者を将来にわたり漁業に定着させるため、複数の指導漁業者の

下での研修を含めた長期研修、就労環境等の改善につながる取組、海技

士の確保や海技資格の取得等を支援するとともに、多子世帯の学生に対

する、水産大学校への入学料・授業料の無償化を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２７１億円の内数 

（２０２億円の内数） 
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⑶ 豊かで魅力ある浜づくり 

 

① 海業の全国的な展開の加速化による新たな源泉づくり 

 

・海業の立ち上げに必要な実証調査やモデルづくり、民間事業者や地域の

サポート役となるＮＰＯ法人等との連携の仕組みや体制づくり、地域に

おいて漁業者等が海業の一歩を踏み出すための取組等を支援 

 

・水産物の消費増進や交流促進に資する施設整備、既存施設への海業機能

の付加、海業の推進に向けた漁港の有効活用のための環境整備等を支援 

 

・海業の展開とあわせて、漁業所得の向上を目指す漁業者等に必要な共同

利用施設等の整備、地域一体でのデジタル技術の活用、密漁防止対策な

ど浜プランの着実な実施を推進 

 
（海業振興支援事業） 

８億円 

（３億円） 
 

（浜の活力再生・成長促進交付金） 

 ５０億円の内数 

（２０億円の内数） 
 

（漁港機能増進事業） 

８億円の内数 

（２億円の内数） 
 

（水産基盤整備事業） 

８６５億円の内数 

（７３１億円の内数） 

 
  

② 漁村環境の保全に向けた漁業者活動の推進 

 

・藻場・干潟等の保全活動や離島の漁業者が共同で取り組む漁場の生産力

向上のための取組等を支援 

 

・海洋プラスチックゴミの回収や、廃漁網等の集積・分別・回収等の効率

化・低コスト化を目指したリサイクルのモデル実証といった漁村環境の

保全に向けた活動を推進 

 

・赤潮の早期感知に向けたモニタリング体制構築や養殖生け簀の大型化等

による被害軽減に資する取組、有害生物による漁業被害防止及び栄養塩

類対策等の取組、さけ定置の合理化等に向けて漁協等が行う養殖転換、

ホタテ、カキ、ノリ等における環境変動対応のための取組等を支援 

 
７７億円の内数 

（３２億円の内数） 

 

  

③ 魚食の拡大に向けた新たなアプローチ 

 

・学校給食での地場・国産水産物利用等の推進、簡単調理・掃除でアプロ

ーチする魚食普及活動や「さかなの日」等の官民協働による水産物の消

費拡大、クロダイをはじめとする植食性魚類等の低・未利用資源の活用

の取組を推進 

 

・水産物輸出の促進に向けて水産加工業者等によるＨＡＣＣＰ（ハサッ

プ）等の輸出先国の規制に対応するための施設・機器の整備等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５億円の内数 

（７億円の内数） 
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⑷ 増大するリスクも踏まえた養殖業等における対応 

 

① 養殖技術立国の確立 

 

・世界をリードする養殖技術を確立するため、種苗の初期餌料として、栄

養価が高く、成長に優れるカイアシ類の大量培養技術の開発やブリ等の

成長に優れた優良系統の種苗開発を支援 

 

・大規模沖合養殖システムの実証、経営体が協業化等して実施するマーケ

ットイン型養殖の実証による収益性向上の取組等を支援 

 

７４億円 

（１５億円） 

 

 

② 内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策 

 

・地域の人材と連携した内水面漁場の効率的な管理、カワウ等の食害防止

活動、ウナギ等の内水面資源の回復、ウナギ人工種苗の大量生産システ

ムの実用化、環境変化に対応した増殖手法の改良、サケの回帰率の向上

に資するふ化放流の広域連携体制の構築等の取組を支援 

 

１４億円 

（１３億円） 

 

③ 捕鯨対策 

  

・鯨類科学調査による科学的データの収集、捕鯨業の円滑な実施の確保の

ための実証事業、持続的利用を支援する国との連携、鯨類科学調査の結

果や鯨食普及に係る情報発信等を支援 

 
（所要額） 

５１億円 

（５１億円） 

 

 

 

④ 漁協系統組織の経営の健全化・基盤強化 

 

・収益力向上や広域合併・事業連携等に取り組む漁協に対してコンサルタ

ント等を派遣し、経営基盤の強化を図るための取組等を支援 

 

４億円 

（３億円） 

 

⑤ 持続可能な加工・流通システムの推進等 

 

・水産加工業の課題解決に向けたサプライチェーン上の関係者や専門家等

の幅広い連携による ICT 等の先端技術導入や、水産加工業者等への原材

料の安定供給のための水産物供給における平準化の取組を支援 

 

１４億円 

（６億円） 

 

⑥ 漁業経営安定対策の着実な実施 

 

・計画的に資源管理等に取り組む漁業者・養殖業者を対象に、漁獲変動等

に伴う減収を補塡する漁業収入安定対策（積立ぷらす）を実施 

 

・燃油や配合飼料の価格上昇に対する対策や経営改善の取組を行う経営改

善漁業者等に対する金融支援等を実施 

 
 
 
 

 

 

４２５億円 

（２８８億円） 
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⑸ 水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進 

 

① 水産基盤整備事業＜公共＞  

 

・拠点漁港等の流通機能強化と養殖拠点整備による水産業の成長産業化の

推進、海洋環境の変動等に対応した漁場整備や藻場・干潟の保全・創

造、漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化や長寿命化等による漁業地域の防

災・減災・国土強靱化対策、漁港利用促進のための環境整備等を推進 

 

８６５億円 

（７３１億円） 

  

② 漁港の機能増進 

 

・就労環境の改善、漁港利用者の安全性の向上、漁港ストックの利用適正

化、漁業の操業形態の転換・養殖転換、漁港のグリーン化に資する施設

の整備を支援 

 

８億円 

（２億円） 
    
 

 

③ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・

減災対策に必要な交付金を交付 

 

 

８８４億円の内数 

（７６２億円の内数） 

 

 

農業構造転換集中対策期間において機動的・弾力的に対応すべき事業の実施に

係る経費、「食料安全保障強化政策大綱」を踏まえた食料安全保障の強化に向け

た対応に係る経費、「第１次国土強靱化実施中期計画」に係る経費及び「総合的

な TPP 等関連政策大綱」を踏まえた農林水産分野における経費については、予算

編成過程で検討。 
 

 


